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1 はじめに 

「中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価書【山梨県】平成 26 年 8 月」におい

て実施することとしていた巨摩山地の水資源に対する水収支解析について、結果をとりまと

めた。 

 

2 検討内容  

対象事業実施区域の内、戸川から早川までの巨摩山地のトンネル区間について、トンネ

ルの工事及び鉄道施設（トンネル）の存在に係る水資源への影響を下記のとおり検討した。 

 

2-1 対象とする影響要因 

トンネル工事及び鉄道施設（トンネル）の存在に係る水資源への影響とした。 

 

2-2 解析手法 

水収支解析を用いて予測した。水収支解析の概要を「参考資料 水収支解析について」

に示す。また、解析は図 2-1 に示す手順で行った。 

 

図 2-1 解析手順（水資源） 

2-3 対象地域 

トンネルの工事及び鉄道施設（トンネル）の存在に係る水資源への影響が生じるおそれ

があると認められる地域とした。 

 

2-4 対象地点 

トンネルの工事及び鉄道施設（トンネル）の存在に係る水資源への影響を適切に予測す

ることができる地点として「環境影響評価書【山梨県】（平成 26 年 8 月）」に記載した高

橋の水文学的手法による予測検討範囲内の水資源、「環境影響評価書準備書【山梨県】（平

成 25 年 8 月）」に対する山梨県知事意見および小柳川以西の区間の利用状況等の調査を踏

まえた水資源の対象地点を選定した。対象地点を表 2-1 および 図 2-2～2-4 に示す。な

お、戸川から小柳川の区間の水資源については井戸の利用状況等の調査を今後実施するた

既存資料調査及び地質調査による現況把握 

（地形・地質、地表水の流量等） 

水収支解析モデルの作成 

（地層、水理条件、構造物等） 

事業実施による影響の解析 

解析範囲の決定 
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め、当該区間の影響を総括的に予測できる地点として本線トンネルと交差する河川のトン

ネル直上付近の地点（01、02）を選定した。また、井戸、湧水等については、近傍河川の

流量との関係が深いと考えられるため、近傍河川の流量により代表させることとした。た

だし、十谷の井戸（「中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価書【山梨県】平成

26 年 8 月」8-2-4-10 表 8-2-4-5 温泉の利用状況 地点番号 01）については、取水深度が

本線トンネルより大幅に深いため対象外とした。 

 

表 2-1 対象地点 

地点 
番号 

水源の区分 地点 

01 地表水 畔沢川 

02 地表水 南川 

03 湧水 営農飲雑用水水源 

04 地表水 白板小規模水道水源 

05 地表水 小塗手小規模水道水源 

06 地表水 農業用取水堰（大柳川） 

07 湧水 十谷 

08 地表水 茂倉簡易水道水源 
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図 2-2 対象地点（富士川町(1)） 

01 

非常口（山岳部）の掘削概略ルート 

高橋の水文学的方法による地下水への影響の予測検討範囲 

戸川 
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図 2-3 対象地点（富士川町（2）） 

非常口（山岳部）の掘削概略ルート 

高橋の水文学的方法による地下水への影響の予測検討範囲 

07 

05 

04 

03 

02 

06 
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08 早川

ﾆ 川 

図 2-4 対象地点（早川町） 

非常口（山岳部）の掘削概略ルート 

高橋の水文学的方法による地下水への影響の予測検討範囲 

南アルプス（早川～山梨県境）については環境影響評価書

【山梨県】（平成 26 年 8 月）において水収支解析を実施 
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2-5 対象時期 

トンネルの工事は工事期間中の影響が大きくなる時期とし、鉄道施設（トンネル）の存

在は鉄道施設の完成後の恒常的な状態になる時期とした。 

 

2-6 解析条件の設定 

モデルは地表水及び地下水の流動の場である地形起伏と地下地質構造を三次元ブロック

の集合体として表現し、境界条件については、設定範囲が解析結果に影響を及ぼさないよ

う設定した（「参考資料 水収支解析について」参照）。モデルの構築に必要なデータは

予測地域内における既往の調査結果（河川流量の現況値、降水量）から引用し、入力する

物性値は「参考資料 水収支解析について」に示す地質断面に基づいて、文献調査及び地

質調査の結果から設定した。 

 

3 検討結果 

トンネルの工事及び鉄道施設（トンネル）の存在に伴う河川流量の変化を表 3-1 に示す。 

なお、今回の河川流量の予測は、覆工コンクリート、防水シート及び薬液注入等の環境

保全措置を何も実施していない最も厳しい条件下での計算の結果であり、事業の実施に 

あたっては様々な環境保全措置を実施することから、河川流量の減少量を少なくできると

考えている。 

 

 

表 3-1 解析結果 

地点 
番号 

地点 
現況の 
想定流量 
（m3/s） 

工事期間中 
の流量 
（m3/s） 

完成後の 
流量 

（m3/s） 

01 畔沢川 0.108 0.104（▽5％） 0.104（▽5％） 

02 南川 0.008 0.006（▽25％） 0.006（▽25％） 

03 営農飲雑用水水源 0.013 0.013（▽0％） 0.013（▽0％） 

04 白坂小規模水道水源 0.001 0.001（▽0％） 0.001（▽0％） 

05 小塗手小規模水道水源 0.007 0.007（▽0％） 0.007（▽0％） 

06 農業用取水堰（大柳川） 0.880 0.751（▽15％） 0.728（▽20％） 

07 十谷 0.005 0.005（▽0％） 0.005（▽0％） 

08 茂倉簡易水道水源 0.011 0.011（▽0％） 0.011（▽0％） 
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4 今後の取り組み 

 本事業では、トンネルの工事及び鉄道施設（トンネル）の存在による水資源に係る環境影響

を低減することを目的として、「環境影響評価書【山梨県】（平成 26 年 8 月）」に記載した    

表 4-1 の環境保全措置を今後の取り組みとして実施する。 

 トンネルの工事実施にあたっては、工事前に地質や地下水の状況を把握したうえで、覆工コ

ンクリートや防水シートの設置を行い、また、必要に応じて地盤注入を実施するなど地質に応

じた対策を行うことにより、影響の低減を図る。 

また、トンネル工事に伴う水資源への影響の把握については、工事着手前、工事中、工事完

了後に、事後調査として、流量等の状況を定期的に監視していくとともに、トンネル内の湧水

などの状況もあわせて、確認する。なお、事後調査の計画に際しては、水資源への影響を適切

に把握できる地点として、今回の結果を踏まえ、南川及び農業用取水堰（大柳川）の地点にお

いて測定を実施するとともに、地域の代表地点として小塗手小規模水道水源及び茂倉簡易水道

水源の測定を実施していく。 

事後調査の結果、工事中に減水・渇水などの兆候が認められた場合には、水を利用される方

の生活に支障をきたさぬよう、代替水源の確保などの対策を実施する。また、解析を行った他

の地点についても、工事期間中の自主的なモニタリングとして、流量等の測定を実施していく。 

 

表 4-1 環境保全措置の検討の状況 

環境保全措置 措置の効果 

工事排水の適切な処理 

工事により発生する水は必要に応じて沈殿・濾過・中和等の対策により、

法令に基づく排水基準等を踏まえ、水質の改善を図るための処理をした

うえで排水することで、公共用水域への影響を低減できる。 

工事排水の監視 
工事排水の水質を監視し、処理状況を定期的に確認することで、水質管

理を徹底することができる。 

処理施設の点検・整備に

よる性能維持 

処理装置を設置する場合は、点検・整備を確実に行い、性能を維持する

ことにより、工事排水の適正処理を徹底することができる。 

適切な構造及び工法の
採用 

工事の施工に先立ち地質、地下水の調査を実施し、覆工コンクリート、
防水シートの設置等を行うとともに、必要に応じて地盤注入を実施する
ことなどにより、地下水への影響を低減できる。 

薬液注入工法における
指針の順守 

薬液注入工法を施工する際は「薬液注入工法による建設工事の施工に関
する暫定指針」（昭和 49 年 7 月、建設省）に基づき適切に実施すること
で地下水の水質への影響を低減できる。 

地下水等の監視 

工事着手前、工事中、工事完了後において、地下水の水位等（湧水量や

河川流量含む）の状況を定期的に監視し把握することで、地下水位の低

下等の変状の兆候を早期に発見し、対策を実施することで影響を低減で

きる。 

応急措置の体制整備 

地下水等の監視の状況から地下水低下等の傾向がみられた場合に、速や

かに給水設備等を確保する体制を整えることで、水資源の継続的な利用

への影響を低減できる。 

代替水源の確保 
水量の不足等、重要な水源の機能を確保できなくなった場合は、速やか

にその他の水源を確保することで、水資源の利用への影響を代償できる。 
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参考資料 水収支解析について 

1 トンネル水収支モデルの概要 

計画地周辺における水資源への影響検討は、トンネル水収支モデルによって行った。プロ

グラムは、TOWNBY を用いた（「トンネル掘さくに伴う湧水とそれに伴う水収支変化に関する

水文地質学的研究」鉄道技術研究報告、p.4～21、1983 年 3 月）。 

トンネル水収支解析モデルは、表 1 及び図 1 に示すように、3 つのサブモデルで構成され

る。 

 

表 1 サブモデルの概要 

①地形・地盤 

 モデル 

 

地表水および地下水の流動の場（入れもの）である地形起伏と地下地質構造

を表現するモデルである。地表水は基本的には地形の起伏に従って、標高の

高い地点から低い地点に向け流動する。また、地下水は、地下水位の高いほ

うから低いほうに流動するが、地下水位は地盤の有効間隙率の影響を受ける

とともに、地下水流動量は地盤の透水係数に比例する。 

②水循環モデル 大気―地表・土壌―地下水―地表水の間を循環する水の挙動を表現するモデ

ルである。 

③トンネル 

 モデル 

トンネル掘削状況（切羽位置、掘削速度、トンネル形状、覆工など）のモデ

ル化であり、水循環モデルに組み込むことにより、トンネル掘削による影響

を予測解析することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 トンネル水収支モデル模式図 

 

地下水流動（準三次元） 

トンネル湧水 
 
  トンネル 

大     気 

地表水流動（平面二次元） 

降水   蒸発散 

 

浸透           湧出 
（尾根部）         （谷部） 
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(1) 地形・地盤モデル 

 1) モデルの構造 

地形の起伏が大きく、標高差が大きな山岳部では、地表水の流動だけではなく、自然状態

の地下水流動も地形の影響を大きく受ける。従って、水が流動する場である地形・地盤を三

次元的に表現した。図 2 にモデル構造のイメージを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 モデルの構造のイメージ（直方体ブロックの集合体） 

（各ブロックの模様の違いで地質の違いを表現している） 

 

 2) 透水量係数 

地下水の流動は平面 2 次元流動として扱うため、平面グリッドごとに深度方向に透水係数

を積算した透水量係数を算出した。 

図 3 に透水量係数の算出方法のイメージを示す。 

 

図 3 透水量係数の算出方法 

Ａ   ｋＡ×層厚（地下水位よりも下側） 

Ｂ   ｋＢ×層厚（ブロック高さ） 

Ｃ   ｋＣ×層厚（ブロック高さ）    合計 

Ｄ   ｋＤ×層厚（ブロック高さ）     ↓ 

Ｅ   ｋＥ×層厚（ブロック高さ）    透水量係数 

Ｆ   ｋＦ×層厚（ブロック高さ） 

    （ｋ：透水係数） 

地下水位 

 
 
Δz 
         Δy 
    Δｘ 
 
Δｘ : 100 m 
Δｙ : 100 m 

Δｚ :  25 m 
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(2) 水循環モデル 

トンネル掘削に伴う水循環の変化に関わる水収支項目と、それらの相互関係をモデル化す

るうえで、地下水と地表水の相互作用を無視できないことから、両者を一括して扱った。 

 

・地表水流動  ： 平面二次元流動（連結タンクモデル、図 4 にイメージを示す。） 

・地下水流動  ： 準三次元流動（地下水流動方程式は式 1 の通り） 

・トンネル湧水 ： トンネルが位置する地盤ブロックとの間で湧水量を算出 

 

水循環の計算では、式 1 に示す方程式を解く。基本方程式（微分方程式）を解くために、

一般に、数値解析が用いられる。TOWNBY では、差分法を用いている。 

 

   
t

h
SQdQr

y

h
T

yx

h
T

x 




















)()(      (式 1) 

     式で、 h ：地下水位 

        t ：時間 

        T ：透水量係数 

        S ：有効間隙率 

        Qr：地表からの地下水浸透量 

        Qd ：トンネル湧水量、地表への湧出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 連結タンクモデル 

             降水  蒸発散 

上流から 

地表流入          

 

 

               地表水       

                 

       

 

 

   浸透 

 

 

       土壌水 

下流への 

             地表流出 

 

          地下浸透 

             （下部不飽和帯） 
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(3) トンネルモデル 

トンネル湧水に関係する主な要素には、地下水位、地盤の透水性、トンネルの径と延長が

ある。これらの関係は、式 2 のように示される（「グラウトによるトンネル湧水量変化解析」

トンネルと地下、vol.11、No.10、p.47～52、1980 年 10 月）。 

)/ln()/()/2ln(

2

abkskbH

kH
Q





     (式 2) 

   式で、 ks：覆工構造物の透水係数 

      k ：地盤の透水係数 

      H ：トンネルから地下水面までの高さ 

      ba, ：トンネル内径、外径 

 

(4) 解析条件 

トンネル水収支モデルに関わる基本項目について表 2 に示す。 

 

表 2 解析条件 

項目 内 容 

解析手法 

モデル  ：トンネル水収支モデル 

解析コード：TOWNBY 

計算条件 ：非定常計算 

解析範囲 

東西 41.1km、南北 25.2km、面積  545.4 ㎞ 2、鉛直方向 100～3,225m 

ブロックサイズ：100m×100m×25m 

最大ブロック数：東西 411、南北 252、鉛直 125 

総ブロック数  ：4,993,336 

境界条件 

表層 ：降雨浸透境界（既知流量境界）、浸出面境界 

水域 ：河川（既知水頭境界、浸出境界） 

尾根部：流域界に基づく地形の尾根部（閉鎖境界） 

地形・地質

条件 

地表面標高：メッシュ標高（国土地理院） 

地質構造 ：地質調査結果に基づく 

気象条件 降水量、蒸発散量 

水理定数 地質調査結果に基づく 
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2 水収支解析の検証 

巨摩山地における水収支解析の検証に使用した流量観測地点を表3及び図5に示す。また、

検証結果を図 6 に示す。 

 

表 3 検証に使用した流量観測地点 

地
点
番
号 

観測地点 種別 

年度 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

渇
水
期 

中
間
期 

豊
水
期 

渇
水
期 

豊
水
期 

渇
水
期 

豊
水
期 

渇
水
期 

豊
水
期 

渇
水
期 

豊
水
期 

渇
水
期 

豊
水
期 

1 三枝川 河川 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

2 畔沢川 河川 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3 南川 河川 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

4 畔沢川支流 河川 ○ ○ ○   
 

      ○ ○ ○ ○ ○ 

5 倉沢川 河川 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

6 小柳川 河川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

7 大柳川 河川 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

8 宿戸沢川 河川 ○ ○ ○     ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

9 清水沢 河川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

10 大柳川 河川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

11 大柳川支流 河川 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

12 大柳川支流 河川 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

13 大柳川支流 河川 ○ ○ ○   
 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

14 小柳川支流 河川                 ○ ○ ○ ○ ○ 

15 小柳川支流 河川                 ○ ○ ○ ○ ○ 

16 小柳川 河川                 ○ ○ ○ ○ ○ 

17 西沢川 河川                 ○ ○ ○ ○ ○ 

18 仙城沢 河川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

19 早川支流 河川 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

20 茂倉川 河川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

21 茂倉川 河川                         ○ 

注 1： 概ねの時期：中間期（5～6 月）、豊水期（7～9 月）、渇水期（11 月～1 月） 
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図 5 検証に使用した流量観測地点 

  

流量観測地点 

（モデル検証用） 

● 河川 
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図 6 観測流量と計算流量の比較 

 

 図 6 は観測流量と計算流量の関係を示した図面であり、斜め実線に近く分布しているほど計

算結果の再現性がよい。 

 

 

  

相関係数：R≒0.77 
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3 解析範囲と地質条件 

(1)解析範囲及び要素区分 

解析範囲は、事業実施区域を包括し、河川等の地形に沿った範囲とした。また、要素は水

平方向に 100m×100m、深度方向に 25m の要素で区分した。解析範囲を図 7 に示す。 

 

 

図 7 解析範囲 
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■ 巨摩層群 礫岩 
■ 巨摩層群 砂岩 
■ 巨摩層群 頁岩 
■ 巨摩層群 凝灰岩等 
■ 四万十層群 砂岩 
■  〃   粘板岩 
■  〃   緑色岩・チャート 
■ 断層、断層破砕帯、割れ目集中帯 

(2)地下地質及び透水係数 

地下地質の要素区分は図 8 に示すとおりである。また、各層の透水係数については、表 4

に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 地下地質の要素区分 

 

表 4 透水係数モデル入力値（m/sec） 

No. 地盤区分 風化部 ゆるみ部 新鮮岩 

1 未固結層堆積層 1.0×10-6 

 2 

巨摩層群 

礫岩 8.0×10-7 4.0×10-7 4.0×10-8 

3 砂岩 4.0×10-7 2.0×10-7 2.0×10-8 

4 頁岩 2.0×10-7 1.0×10-7 1.0×10-8 

5 凝灰岩等 4.0×10-7 2.0×10-7 2.0×10-8 

6 

四万十層群 

砂岩 4.0×10-7 2.0×10-7 2.0×10-8 

7 粘板岩 2.0×10-7 1.0×10-7 1.0×10-8 

8 緑色岩・チャート 4.0×10-7 2.0×10-7 2.0×10-8 

9 断層（推定断層を含む） 1.2×10-6 

- 

- 

10 断層破砕帯 1.0×10-6 

7 

- 

11 割れ目集中帯 7.0×10-7 
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